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市町村数 前年度末 当年度末 
1999年度 1 4 3,232 3,229 
2000年度 2 4 3,229 3,227 
2001年度 3 7 3,227 3,223 
2002年度 6 17 3,223 3,212 
2003年度 30 110 3,212 3,132 
2004年度 215 826 3,132 2,521 
2005年度 325 1,025 2,521 1,821 
計 582 1,993   























































































































































































 ●街かど会議       ●リレー講演会 
 ●子どもプロジェクト   ●グループインタビュー 
 ●３市１町見学ツアー 
住民の期待、不安意見の把握
 ●都市ビジョン研究会   ●専門委員会 
  公募住民による検討    合併した場合の新市都 
 ●行政内での検討      市ビジョン案のとりま 
  行政サービス、財政推計  とめ 
新市都市ビジョン案の策定 
 ●タウンミーティング 






   ●任意合併協議会として 

































































   
 東海市 大府市 知多市 東浦町 3市1町 備   考 
人口     (人) 104,518 80,917 84,781 48,624 318,840 Ｈ17.10.1現在 
65歳以上人口 (％) 15.6 14.7 15.9 16.3 15.6 Ｈ17.10.1現在 
15歳～64歳人口(％) 68.6 69.8 69.1 67.2 68.8 Ｈ17.10.1現在 
14歳以下人口 (％) 15.8 15.5 15.0 16.5 15.6 Ｈ17.10.1現在 
面積     (㎢) 43.36 33.68 45.43 31.08 153.55  
歳入総額 (百万円) 35,971 21,776 22,782 12,745 93,274 平成16年度普通会計決算 
財政力指数 1.398 1.254 1.109 0.979 － 平成15～17年（３カ年平均） 
工業出荷額 (億円) 10,550 6,916 6,559 1,803 25,828 平成16年工業統計調査 
農業産出額 (億円) 45 40 30 31 146 平成14年度生産農業所得統計 
 東海市 大府市 知多市 東浦町 3市1町 豊橋市 岡崎市 豊田市 備   考 
☆議員数   (人) 28(24) 22 26 21 97 40 40 47(40) Ｈ17.10.1現在 
◇普通会計職員数(人) 798 615 670 331 2,414 2,186 2,166 3,054 Ｈ17.4.1現在 Ｈ17定員管理調査 
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うにも見えるが、鈴木（公平市長）はこう力説する。『豊田市と東西加茂郡は、一緒になってトヨタを支え
てきた。今度は都会側が農山村に恩恵を返す番』。水源地の山々を守ったり、退職後の豊田市民が山里生
活を楽しめたりできる利点も強調する。“トヨタ”で潤う街と“トヨタ”で悩む街に色分けされた自治体
同志が進める合併構想。これは、国策による“平成の大合併”とは動機を異にし、『世界のトヨタ』を支
える“大トヨタ市”誕生に向けた胎動にほかならない。」 
２）地方交付税改革をめぐり、審議会や委員会などでの検討が活発化している。財政制度等審議会では、地
方財政のスリム化に向け、国税収入の一定割合を地方交付税として配分する「法定率」を引き下げる方針
という。総務相の私的懇談会・地方分権21世紀ビジョン懇談会では、地方交付税の算定方式の見直しなど
の検討を進めている。一方、地方６団体が設置した新地方分権構想検討委員会は「分権型社会のビジョン
（中間報告）」素案「税財政改革のための７つの提言と工程表」のなかで、地方交付税の改革に関して注
目すべき提案を行っている。地方交付税を「地方共有税」に改め、法定率を見直して特別会計に直入し、
特例加算・特別会計借入を廃止する。消費税と地方消費税を半々とし不交付団体人口を増加させる。 
３）この点は市町村合併を選択せず、自立をめざす自治体にもあてはまる。「在宅福祉の村」として有名な
長野県泰阜村は、国策に従うより村独自の施策を進めていくために「自律」の道を選択した。松島貞治・
加茂利男『「安心の村」は自律の村』新版、自治体研究社、2004年を参照。 
 
 
